
◎所得税法等の一部を改正する法律 
（平成一九年三月三〇日法律第六号）   

一、提案理由（平成一九年二月二七日・衆議院財務金融委員会） 

○尾身国務大臣 ただいま議題となりました平成十九年度における財政運営のための公

債の発行の特例等に関する法律案、所得税法等の一部を改正する法律案及び特別会計に

関する法律案につきまして、提案の理由及びその内容を御説明申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、所得税法等の一部を改正する法律案について御説明申し上げます。 

 政府は、現下の経済財政状況等を踏まえ、持続的な経済社会の活性化を実現するため

のあるべき税制の構築に向け、減価償却制度、中小企業関係税制、住宅・土地税制、組

織再編税制、信託税制、納税環境整備等につき所要の措置を講ずるため、本法律案を提

出した次第であります。 

 以下、この法律案の内容につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、我が国経済の成長基盤を整備し、国際的なイコールフッティングを確保する

観点から、減価償却制度の抜本的見直しに係る所要の改正を行うこととしております。 

 第二に、中小企業関係税制について、中小企業の財務基盤の強化を図るため、特定同

族会社の留保金課税制度の適用対象から資本金一億円以下の中小法人を除外する等の見

直しを行うこととしております。 

 第三に、住宅・土地税制について、税源移譲に伴い住宅ローン減税制度の政策効果の

小さくなる中低所得者に配慮して、その控除期間の延長等の特例を創設するとともに、

住宅のバリアフリー改修促進税制の創設等を行うこととしております。 

 第四に、組織再編税制について、会社法により三角合併が可能とされることに伴い、

親法人株式を対価として交付する場合にも課税繰り延べが認められるよう、適格合併の

要件を見直すこととしております。また、信託税制については、新信託法による新たな

信託類型等に対応した税制を整備することとしております。 

 第五に、納税環境整備として、電子証明書を有する個人の電子申告に係る所得税の税

額控除制度の創設等を行うこととしております。 

 その他、所得税の寄附金控除の控除対象限度額の引き上げ、企業の子育て支援に係る

特例の創設、移転価格税制に係る納税猶予制度の創設、上場株式等の配当等及び譲渡所

得等に対する税率の特例の一年延長を行うこととしております。 

 また、農用地利用集積準備金制度の廃止等、既存の特別措置の整理合理化を図るとと

もに、住宅用家屋に係る所有権の移転登記に対する登録免許税の特例等の期限の到来す

る特別措置について、その適用期限を延長するなど所要の措置を講ずることとしており

ます。 

……………（略）…………… 

 以上が、平成十九年度における財政運営のための公債の発行の特例等に関する法律案、



所得税法等の一部を改正する法律案及び特別会計に関する法律案の提案の理由及びその

内容であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

二、衆議院財務金融委員長報告（平成一九年三月六日） 

○伊藤達也君 ただいま議題となりました各案につきまして、財務金融委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、所得税法等の一部を改正する法律案は、持続的な経済社会の活性化を実現する

ためのあるべき税制の構築に向け、減価償却制度、中小企業関係税制、住宅・土地税制、

組織再編税制、信託税制、納税環境整備等につき所要の措置を講ずるものであります。 

……………（略）…………… 

 以上の各案のうち、公債発行特例法案及び所得税法等改正案は去る二月二十日、特別

会計法案は二十二日当委員会に付託されました。二十七日各案について尾身財務大臣か

ら提案理由の説明を聴取し、二十八日から質疑に入り、三月二日質疑を終局いたしまし

た。次いで、順次採決いたしましたところ、各案はいずれも多数をもって原案のとおり

可決すべきものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院財政金融委員長報告（平成一九年三月二三日） 

○家西悟君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、委員会における審査の

経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、所得税法等の一部を改正する法律案は、現下の経済・財政状況等を踏まえ、持

続的な経済社会の活性化を実現するためのあるべき税制の構築に向け、減価償却制度、

中小企業関係税制、住宅・土地税制、組織再編税制、信託税制、納税環境整備等につい

て所要の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、プライマリーバランスの黒字

化の見通しとそのための施策、金利上昇局面における今後の国債管理施策の在り方、国

の貸借対照表に係る責任の所在、税制の抜本改革に向けた政府の取組、減価償却制度の

見直しによる経済効果、中小企業の円滑な事業の承継に向けた税制の拡充策等、熱心な

質疑が行われましたが、その詳細は会議録に譲ります。 

 質疑を終了し、討論に入りましたところ、民主党・新緑風会を代表して尾立源幸委員、

日本共産党を代表して大門実紀史委員より、それぞれ両法律案に反対する旨の意見が述

べられました。 

 討論を終了し、順次採決の結果、両法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決す

べきものと決定いたしました。 

 なお、所得税法等の改正案に対し附帯決議が付されております。 



 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年三月二二日） 

 政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 少子・高齢化やグローバル化が進展する中、中長期的な財政構造健全化と経済社会

の活性化の必要性が一層増大していることにかんがみ、今後の経済・社会の動向にも留

意しつつ、歳出の重点化・選別化に努めるとともに、税制に対する国民の理解と信頼、

税負担の公平性を確保する観点から、所得・消費・資産など税体系全般にわたる課税の

在り方についての抜本的見直しを行い、社会経済構造の変化に対応しつつ持続的な経済

社会の活性化を実現するための税制の構築に努めること。その際、円滑・適正な納税を

確保するため、制度面・執行面における十分な検討を行い、必要な納税環境の整備に努

めること。 

一 社会的に重要性を増している非営利活動を更に促進するという趣旨等にかんがみ、

特定非営利活動法人に対する寄附金税制の在り方については、その実態等を十分踏まえ、

引き続き検討すること。 

一 租税特別措置については、その政策課題の緊急性、効果の有無、手段としての妥当

性、利用の実態等を十分吟味し、今後とも徹底した整理合理化を推進すること。 

一 新信託法の施行に向けて、信託税制については、その具体的な取扱いを早期に取り

まとめ、周知徹底を図ること。また、新信託法で可能となる多様な信託の利用実態を踏

まえ、信託制度の健全な発展及び適正・公平な課税の実現のため、引き続き必要に応じ

た見直しを行うこと。 

一 急速に進展する高度情報化社会において、経済取引の国際化・複雑化及び電子化等

の拡大に見られる納税環境の変化、調査・徴収事務等の業務の一層の複雑・困難化によ

る事務量の増大、納税者の納税意識の維持・向上の必要性にかんがみ、更には、徴税等

真に必要な部門には適切に定員を配置するという政府の方針に配意し、今後とも国税職

員の処遇の改善、機構・定員の充実・確保を行うとともに、職場環境の整備及び事務に

関する機械化の充実に特段の努力を払うこと。 

  右決議する。 


